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セクション１セクション１

・「九州電力グループ中期経営方針」及び・「九州電力グループ中期経営方針」及び

「平成「平成2727年度経営計画の概要」のポイント年度経営計画の概要」のポイント

・・ 九州電力グループ中期経営方針九州電力グループ中期経営方針〔〔平成平成2727～～3131年度年度〕〕

・・ 平成平成2727年度経営計画の概要年度経営計画の概要





（「九州電力グループ中期経営方針」及び「平成27年度経営計画の概要」のポイント）

・お客さまが使用するエネルギー供給設備に関する最適なシステム提案から、設計・施工、運用・保守管理
に関する業務を、お客さまに代わりワンストップで請け負うサービスを提供します。
〔法人のお客さま向け（エネルギーサービス事業） 〕

・平成21年11月より設置を開始しているスマートメーターにより取得可能となるお客さまのご使用量(30分
値)について、平成28年4月に向け、当社ホームページ「省エネ快適ライフ」で見える化する方向で検討
しています。〔一般家庭のお客さま向け〕

・小売が全面自由化されるガス事業については、これまでの卸供給に加え、エネルギーサービスの一環とし
て小売事業に本格参入します。参入に向けて、お客さまニーズに対し最適なエネルギーサービスでお応え
するためのガス小売事業体制等の検討を行います。

・電力の小売全面自由化後においても、お客さまから信頼され、選ばれ続けるために、引き続き、お客さま
の声を踏まえた業務改善等のサービス向上に取り組んでいきます。

・全面自由化を見据え、競争力と安定性を備えた電
源を確保するため、新大分発電所3系列第4軸や
松浦発電所2号機の開発に取り組みます。

・原子力発電については、福島第一原子力発電所の
ような事故は決して起こさないという固い決意の
もと、更なる安全性向上のための自主的かつ継続
的な取組みを進めていきます。

・燃料調達においては、燃料トレーディングの導入
や上流権益投資の推進など、燃料バリューチェー
ン全域への取組みを強化し、燃料調達の柔軟性の
向上と競争力の強化を図っていきます。

③ 送配電ネットワーク技術の向上と活用

電源開発㈱
松浦発電所

松浦発電所
２号機

・今後実施予定である老朽設備の更新工事中にも広
範囲の停電が生じないよう基幹系統を構築するこ
とに取り組んでおり、現在、50万Ｖ日向幹線の建
設を進めています。

・電力の安定供給を前提として、今後も再生可能エ
ネルギーの円滑な接続に向けた対応を進めていき
ますが、その取組みの一つとして、国の補助事業
である「大容量蓄電システム需給バランス改善実
証事業」を実施します。

・太陽光など出力が不安定な再生可能エネルギーが
大量に普及した場合においても、高品質・高信頼
度の電力供給が維持できるよう、電力供給側、
お客さま側両面での実証試験を行い、当社設備実
態や地域特性に応じたデータ取得や検証により、
将来のスマートグリッド構築に向けた課題を解決
します。

・スマートメーターについては、お客さまサービス
の向上と業務高度化を目的に、九州全域のお客さ
まに対し、平成35年度までに全数となる約800万
台の導入を目指しています。
（平成26年度末までの導入実績：約83万台）

② 電源の競争力と燃料調達力の強化

平成32年6月運転開始

石 炭燃 料

超々臨界圧(USC)
微粉炭火力

発電方式

100万kW発電出力

長崎県松浦市所 在 地

〔松浦発電所2号機 計画概要〕

平成26年11月工事着工

平成31年 6月運用開始

鉄 塔

亘 長

291基

約124km

〔50万V日向幹線工事計画概要〕

(1/2)

① 「多様なエネルギーサービス」の提供による九電ファンの拡大

当社はこれまで、低廉で良質なエネルギーをお客さまへ安定してお届けすることを通じて、お客さまの
生活や経済活動を支え、九州とともに成長を続けてまいりました。

近年では、平成25年４月に中期経営方針〔平成25～27年度〕を策定し、原子力発電所の全基停止に伴う
厳しい収支・財務状況、需給状況下で、経営効率化、原子力発電所再稼働への取組み、需給対策、信頼向
上の取組みを推進してまいりました。

一方、外部環境に目を向けると、平成28年には電力システム改革に伴う小売全面自由化が予定されてお
り、今後、本格的な競争時代を迎えることになります。

こうした競争環境下においても、「ずっと先まで、明るくしたい。」をブランドメッセージとする「九
州電力の思い」を実現し、お客さまから信頼され、選ばれ続けるためには、九電グループ一体となった変
革を加速させていく必要があることから、今回、平成27～31年度の５か年を対象とする新たな中期経営方
針として「九州電力グループ中期経営方針」を策定しました。

本方針では、「2030年のありたい姿」と、その実現
に向けた３つの戦略を柱として定め、平成27～31年度
の５か年において重点的に取り組むべき施策を示して
います。

また、本方針に基づく具体的行動計画を取りまとめ
たものを、「経営計画の概要」として策定しました。

当社としましては、これらの取組みをグループ一体
となって進めることにより、持続的な成長を目指すと
ともに、ステークホルダーの皆さまへの価値提供を果
たしてまいります。

引き続き、当社グループに対して変わらぬご支援、
ご協力を賜りますようお願い申し上げます。

九州電力の思い

ずっと先まで、明るくしたい。

「快適で、そして環境にやさしい」
そんな毎日を子どもたちの未来につなげていきたい。

それが、私たち九州電力の思いです。

この思いの実現に向けて、私たちは次の４つに挑戦しつづけます。

１ 地球にやさしいエネルギーをいつまでも、しっかりと
２ 「なるほど」と実感していただくために
３ 九州とともに。そしてアジア、世界へ
４ 語り合う中から、答えを見出し、行動を

３つの戦略の柱

Ⅰ 基盤である九州において、「電気をお届けする」会社から「エネルギーサービスを提供する」企業グループとなり、
お客さまのエネルギーに関する様々な思いにお応えし、地域・社会とともに発展していく

Ⅱ 九電グループが培ってきた強みを活かして、海外エネルギー事業、九州域外エネルギー事業、再生可能エネル
ギー事業で成長していく

Ⅲ 戦略実行に必要な組織力を強化し、強固な事業基盤を築く

2030年のありたい姿

「日本一のエネルギーサービス」を提供する企業グループ

～やっぱり！エネルギーは九電グループ～

● 九州電力グループ中期経営方針

● はじめに

※１：海外・九州域外については、当面は強みである「高い保守運用技術」
を発揮可能な電気事業を中心に展開するが、エネルギーサービス事業
についても可能なものから実施する

※２：エネルギーサービス事業との関係性やシナジーを勘案する

〔事業領域拡大のイメージ〕〔戦略のイメージ〕
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成長分野における事業展開

九州内のエネルギーサービス事業

電気、ガス、分散型、省エネ など

海外ｴﾈﾙｷﾞｰ事業
(目標) 500万ｋW

域外ｴﾈﾙｷﾞｰ事業
(目標) 200万ｋW

成長の好循環

Ⅰ

Ⅱ

再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ事業
(目標) 400万ｋW

常に追
求し続

ける

変革や成長に関する
組織能力、新たな収益

強みの活用、
経営資源の投入

戦略の柱 Ⅰ

九州のお客さまのエネルギーに関する様々な思いにお応えする

● 平成27年度経営計画の概要

〔凡 例〕

：50万V送電線

：22万V送電線

：50万V日向幹線
(今回新設)

【太陽光パネル】

【模擬配電設備等】 
・模擬配電線 
・電圧調整機器 
・蓄電池（リチウムイオン電池）など 

スマートグリッド実証試験場（薩摩川内市）

松浦発電所2号機 完成予想図

【参考:現状の出力等】
海外発電事業（持分出力）：150万kW
再生可能エネルギー ：150万kW
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な
事
業
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盤

「日本一のエネルギーサービス」を提供する企業グループ ～やっぱり！エネルギーは九電グループ～

関門連系線

小丸川

西九州

東九州熊本

中九州

南九州

宮崎

苓北

松浦
電発松浦

川内(原)

ひむか

玄海(原)

豊前
中央

50万V日向幹線

北九州

脊振



① 変革・挑戦する人づくり

・コミュニケーション活性化、職場一体感醸成等に向けた取組みを通じ、挑戦する意識の醸成や、業務の
改善・改革をリードする人材を育成していきます。

⑤ ＣＳＲ（企業の社会的責任）経営の徹底

・ＣＳＲの取組みに対するお客さまや地域・社会のご意見・
ご要望を、これまで以上にしっかりと把握し、それにお応え
する取組みを推進するとともに、取組みの結果は、ＣＳＲ報
告書やホームページ等でより幅広くお伝えするマネジメント
サイクルを強化します。

・環境にやさしい企業グループを目指し、大分県くじゅう
坊ガツル湿原一帯における「野焼き活動」などの環境保全
活動を重点的に実施していきます。

・グループ討議形式の研修をはじめとした意識向上の取組みや、
法令知識の普及に向けたマニュアルの作成など法的リスク
低減の取組みを通じて、コンプライアンス経営を推進してい
きます。

・お客さまとのコミュニケーションの機会を大切にし、あらゆ
る機会・接点を通じていただいた声を事業運営に反映すると
ともに、迅速でわかりやすい情報発信に努めていきます。

③ 九電グループ一体となった財務基盤・競争力強化

・グループ一体となって、事業活動全般にわたる徹底した効率化
に取り組み、競争力を強化することで、収支の改善、財務基盤
の回復に努めていきます。

・「調達改革推進委員会」による外部知見を活用し、資機材調達
改革や、継続的な原価低減に向けた原価意識の向上及び原価管
理の強化に取り組んでいきます。

・火力発電所においては、燃料消費量削減の観点から、
高効率設備への更新による熱効率向上に取り組んでいます。

② スピード感をもって変化に対応できる組織づくり

・全面自由化等を見据え、競争力を高めていく体制の構築や、「電気事業中心」から「九電グループによる
エネルギーサービス事業」にシフトするためのグループ経営機能の具体化等に取り組んでいきます。

④ 安全・安心の追求

・全ての事業活動の基本として、安全・安心を最優先していきます。

・非常災害(地震、津波などの一般災害)と原子力災害の同時発生による複合災害時に、非常災害対策組織と
原子力災害対策組織を統合し、対策総本部として一体となった対応を行えるよう社内体制を整備しました。
今後も全社訓練等を通じて複合災害発生時の対応体制や役割分担等の実効性を検討・改善し、対応能力の
向上を図っていくこととしています。

・原子力については、安全への取組みに終わりがないことを強く自覚し、経営トップの強いリーダーシップ
のもと、リスクマネジメントの強化に努めていきます。また、地域の皆さまとのフェイス・トゥ・フェイ
スの対話活動を進め、皆さまの声を当社の取組みに反映させていきます。

H23H23年度年度
（震災前）（震災前）
の水準の水準

≪ 目 標 ≫
H25～27年度平均
コスト低減
▲10％

今後もさらなる深掘りへ

≪ 実 績 ≫
H26年度
コスト低減
▲12％

野焼き活動の様子

くじゅう坊ガツル湿原
と平治岳(大分)

〔資機材調達コスト低減の目標と実績〕

③ 再生可能エネルギー事業の拡大 〔2030年の開発量目標:400万kW(現状＋250万kW※)〕
※：[内訳] 国内外で、地熱+80万kW、水力+20万kW、風力+110万kW、その他+40万kW

① 海外電気事業の強化 〔2030年の発電事業持分出力目標:500万kW(現状＋350万kW)〕

② 九州域外における電気事業の展開 〔2030年の域外電源開発量目標:200万kW(現状＋200万kW)〕

・これまで国内外で蓄積した技術･ノウハウを活かし、市場成長性の高いアジアを中心とするＩＰＰ事業
を軸に展開していきます。

・当社は、出光興産㈱及び東京ガス㈱とアライアンスを組み、三
社共同で石炭火力発電所開発に向けた検討を進めることに合意
しました。このため、本年5月1日に、㈱千葉袖ケ浦エナジーを
設立しました。

三社は、電力小売の全面自由化を踏まえ、それぞれの持つ
バリューチェーンなどの強みを生かし、より安全、安定的、安
価な電力供給を実現することで、エネルギー企業として社会的
要望やご期待にお応えしていきます。また、環境対策にも最善
を尽くすとともに、地元地域経済への貢献を目指します。

・地域社会からの幅広いニーズにワンストップで対応するため、
再生可能エネルギー電源全般の開発を行う新会社「九電みらいエナ
ジー㈱」を平成26年7月に設立しました。九電みらいエナジーは、
当社と連携のもと、地域社会に対し、責任ある事業者として様々な
再生可能エネルギー電源について調査、計画から建設、運営管理ま
で一貫した技術・ノウハウを活用した発電事業を実施するとともに、
関連サービスをお客さまに提供しています。

最大200万kW（100万kW×2基)発 電 規 模

予 定 地
千葉県袖ケ浦市中袖３番地１
（出光興産所有地）

発 電 方 式 超々臨界圧（USC）方式

燃 料 石炭(ﾊﾞｲｵﾏｽ混焼なども検討)

運 転 開 始 2020(平成32)年代中頃（予定）

〔発電所の計画概要〕

(2/2)

・大分県九重町が所有する地熱井を有効活用した菅原バイナリー
発電所（5,000kＷ）を建設し、平成27年6月の運転開始を目指して
います。本事業は、自治体と企業（九電みらいエナジー）が協働
で取り組む、国内初の地熱開発事業となる予定です。

・九電みらいエナジーは、他企業と共同で洋上風力の実証研究
(NEDO委託事業)に取り組んでいます。

菅原バイナリー発電所
井戸噴出試験の様子

洋上風力発電（イメージ）

・国内の地熱開発を通して培った地熱
発電技術を活かし、現在建設工事中
のインドネシア サルーラ地熱IPP
プロジェクトを着実に推進します。
（出力32万kW[3系列]：平成28年から順次運転
開始予定）

噴気試験の様子

・世界的に成長市場である再生可能エネルギー事業について、安定供給や環境性等を考慮しながら、
国内外で積極的に展開していきます。これまで国内外で蓄積した技術・ノウハウを活かし、地熱や
水力を中心に、潜在的なポテンシャルがある洋上風力についても技術開発の進展等を踏まえながら
取り組んでいきます。

・九州域内からの送電に加え、他社とのアライアンス等により、域外における電源開発にも取り組んで
いきます。

【主な取組み】
・仕様、工法の見直し
・競争発注の拡大、競争原理を活用した
発注方式の工夫 など

【こらぼらＱでん】
「虹の松原」環境保全
活動(佐賀)

【こらぼらＱでん】
綾中学校中庭テラス化
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（宮崎）

・ＩＰＰ事業とともに、海外コンサル
ティングも海外電気事業の重要な柱
として、積極的に推進します。

・地域の課題解決に向け、ＮＰＯ等と取り
組むボランティア「こらぼらＱでん」を
はじめとする地域の皆さまとの協働によ
る活動に、グループ一体となって取り組
んでいきます。

戦略の柱 Ⅱ

九電グループの強みを活かして、成長市場で発展していく

戦略の柱 Ⅲ

強固な事業基盤を築く

「こらぼらＱでん」
ロゴマーク

・地熱の新規地点の開発に向け、大分県平治岳北部地点において、
地熱資源量の評価を行うために調査用井戸の掘削を行う予定です。

ひいじ

出典：国立研究開発法人
新ｴﾈﾙｷﾞｰ・産業技術総合
開発機構（NEDO）ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ｻﾙｰﾗ地熱IPPﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの位置



九州電力グループ中期経営方針

〔平成27～31年度〕

平 成 2 7 年 4 月

九州電力株式会社

「日本一のエネルギーサービス」を提供する企業グループ

～やっぱり！エネルギーは九電グループ～
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１ はじめに

ｏ 当社はこれまで、低廉で良質なエネルギーをお客さまへ安定してお届けすること

を通じて、お客さまの生活や経済活動を支え、九州とともに成長を続けてきた。

ｏ 近年では、平成25年４月に中期経営方針〔平成25～27年度〕を策定し、原子力発

電所の全基停止に伴う厳しい収支・財務状況、需給状況下で、経営効率化、原子

力発電所再稼働への取組み、需給対策、信頼向上の取組みを推進してきた。

ｏ 一方、外部環境に目を向けると、平成28年には電力システム改革に伴う小売全面

自由化が予定されており、今後、本格的な競争時代を迎えることになる。

ｏ こうした競争環境下においても、「ずっと先まで、明るくしたい。」をブランド

メッセージとする「九州電力の思い」を実現し、お客さまから信頼され、選ばれ

続けるためには、九電グループ一体となった変革を加速させていく必要があるこ

とから、今回、平成27～31年度の５か年を対象とする新たな中期経営方針を策定

した。

※ 今後の事業展開にあたっては、グループ各社が自立を基本としつつも、これまで以上
にグループ一体となって取り組む必要があることから、これまでの「九州電力 中期経
営方針」を改め、「九州電力グループ 中期経営方針」として策定した。

※ 定量的な財務目標については、現在、新規制基準に係る適合性審査を申請している全
ての原子力発電所（川内原子力発電所１、２号機、玄海原子力発電所３、４号機）の
再稼働時期の見通しが立った時点で改めて検討する。
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ｏ 世界の人口やエネルギー需要は増加、日本の人口やエネルギー需要は減少

傾向

ｏ 電力・ガスの小売全面自由化を見据え、業界の垣根を越えた連携・競合が

本格化

ｏ 再生可能エネルギーは固定価格買取制度導入により急激に普及

ｏ 原子力は引き続きエネルギー需給構造の安定性に寄与する重要なベース

ロード電源と位置づけられる一方、使用済燃料、原子力損害賠償制度、規

制リスクなど不確実性が存在

ｏ 化石燃料は非在来型資源活用への期待が高まる

（参考）事業環境の認識
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（１）2030年のありたい姿

２ 長期的に目指す姿

従業員一人ひとりが、それぞれの持ち場でリーダーシップを発揮し、

「日本一のエネルギーサービス」を提供する企業グループを目指す

「日本一のエネルギーサービス」を提供する企業グループ

～やっぱり！エネルギーは九電グループ～

「日本一のエネルギーサービス」を提供する企業グループ

～やっぱり！エネルギーは九電グループ～

ｏ 今後の競争環境においても、お客さまから信頼され、選ばれ続けるためには、こ

れまでどおり安定供給への使命や情熱を持ち続けることに加え、総括原価的な発

想から脱却し、効率性とサービス向上を追求していくことが必要である。

ｏ 将来を見据えて、高い目標を掲げ、グループ一体となって事業活動に取り組み、

持続的な企業価値の向上を目指す。
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ｏ 競争環境をポジティブに捉えるチャレンジ意欲の高い従業員

の集団をつくる。

ｏ グループ内のコミュニケーションを活性化させ、日本一活力

があり結束力のある企業グループを目指す。

ｏ 各分野で培ってきた強みを活用・伸張し、この分野において

は日本一と自負できる技術力を身に付ける。

（例：発電所の運転、地熱開発、非常災害対応等）

ｏ 日々の絶え間ない業務改善・改革により、日本一の生産性を

目指す。

ｏ 電気だけでなくガス等を含めたサービスの多様化、他社のど

こにも負けないお客さま本位、スピード経営の実践により、

顧客満足度日本一を目指す。

考 え 方

組織力

競争力

サービス力

２ 長期的に目指す姿
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２ 長期的に目指す姿

理念の実現

重点的に経営資源を配分し、
新たな価値を創出

（２）戦略を考える上での視点

ｏ ありたい姿に向け、以下の視点から中長期の戦略を検討。

理念「九州電力の思い」の実現

市場の魅力度（市場の成長性や競争状況）

競争優位性（九電グループの強みの活用・伸長、事業間のシナジーの発揮）

＜イメージ＞

市場の魅力度 競争優位性
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（３）ありたい姿に向けた３つの戦略の柱

Ⅰ 基盤である九州において、「電気をお届けする」会社から「エネルギーサー
ビスを提供する」企業グループとなり、お客さまのエネルギーに関する様々
な思いにお応えし、地域・社会とともに発展していく

Ⅱ 九電グループが培ってきた強みを活かして、海外エネルギー事業、九州域外
エネルギー事業、再生可能エネルギー事業で成長していく

Ⅲ 戦略実行に必要な組織力を強化し、強固な事業基盤を築く

事
業
活
動
を
ア
ジ
ア
、

世
界
へ
広
げ
る

九
州
が
全
て
の
基
盤

成長分野における事業展開

九州内のエネルギーサービス事業

電気、ガス、分散型、省エネ など

変革や成長に関する
組織能力、新たな収益

海外ｴﾈﾙｷﾞｰ事業 域外ｴﾈﾙｷﾞｰ事業

強みの活用、
経営資源の投入 成長の好循環

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

未
来
の
事
業

未
来
の
事
業

常に追求し続ける

再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ事業

２ 長期的に目指す姿

強
固
な
事
業
基
盤
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海外発電事業持分出力 150万kW 500万kW
(現状+350万kW)

九州域外電源開発量 － 200万kW
(現状+200万kW)

（４） 成長のロードマップ

新中期経営方針
（平成27～31年度）

2014

(H26)

2015

(H27)

2016

(H28)

2017

(H29)

2018

(H30)

2019

(H31)

2020

(H32)

2021

(H33)

2022

(H34)

2023

(H35)

2024

(H36)

2025

(H37)

2026

(H38)

2027

(H39)

2028

(H40)

2029

(H41)

2030

(H42)

次期中期経営方針 次々期中期経営方針
現行
方針

達成達成

取組みの加速
取組みの加速

「ありたい姿」の実現

「ありたい姿」の実現

成長に向けた
成長に向けた

取組み取組み

２ 長期的に目指す姿

2030
(H42)現状〔成長事業の目標〕

現状現状

※：[内訳] 国内外で、地熱+80万kW、水力+20万kW、風力+110万kW、その他+40万kW

再生可能エネルギー開発量 400万kW
(現状+250万kW※)

150万kW
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海外・九州域外電気事業
（再エネ事業を含む）

「電気をお届けする」会社
（現在）

電気事業 ガス事業等

九
州
エ
リ
ア
内

海
外
・
九
州
域
外

海外・九州域外
エネルギーサービス事業※１

進化

エネルギーサービス事業

※１：海外・九州域外については、当面は強みである「高い保守運用技術」を発揮可能な電気事業を中心に
展開するが、エネルギーサービス事業についても可能なものから実施する

※２：エネルギーサービス事業との関係性やシナジーを勘案する

強みを活かして
成長分野へ進出

（５）事業領域拡大のイメージ

「エネルギーサービスを
提供する」企業グループ

燃料
ﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ

ガス事業 ESP事業

社会・生活
ｻｰﾋﾞｽ事業※２

２ 長期的に目指す姿

EEnergynergy

SServiceervice

PProviderrovider



10

３ 重点的な取組み

④ 安全・安心の追求

柱 重点的な取組み

Ⅰ 九州のお客さまの
エネルギーに関す
る様々な思いにお
応えする

①「多様なエネルギーサービス」の提供による九電ファンの拡大

② 電源の競争力と燃料調達力の強化

③ 送配電ネットワーク技術の向上と活用

Ⅱ 九電グループの強
みを活かして、成
長市場で発展して
いく

① 海外電気事業の強化

② 九州域外における電気事業の展開

③ 再生可能エネルギー事業の拡大

Ⅲ 強固な事業基盤を
築く

① 変革・挑戦する人づくり

② スピード感をもって変化に対応できる組織づくり

③ 九電グループ一体となった財務基盤・競争力強化

⑤ ＣＳＲ（企業の社会的責任）経営の徹底

ｏ 長期的に目指す姿の達成に向けた、足元５か年における重点的な取組み
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① 「多様なエネルギーサービス」の提供による九電ファンの拡大

〔エネルギーに関するワンストップサービス（法人お客さま）〕

ｏ 当社小売部門へエネルギーに関する営業を一元化し、エネルギーに関する様

々なサービスの最適な組合せをワンストップで一括提案する。

〔お客さまの生活に密着したサービス（一般家庭お客さま）〕

ｏ お客さまのライフスタイルに合わせたメニュー・サービスを提案し、「楽し

さや感動」を提供する。

〔ガス事業〕

ｏ これまでの卸供給に加え、エネルギーサービスの一環として小売事業に本格

参入する。

〔お客さまニーズの反映〕

ｏ 事業活動を通じて、幅広くお客さまの声を収集し、サービスの向上や新たな

サービスにつなげる。

ｏ エネルギーサービス事業との関係性やシナジーを踏まえ、社会・生活サービ

ス事業を再構築する。

Ⅰ 九州のお客さまのエネルギーに関する様々な思いにお応えする

九電グループの基盤である九州のお客さまのエネルギーに関する様々な思いに

お応えし、地域・社会とともに発展していく
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Ⅰ 九州のお客さまのエネルギーに関する様々な思いにお応えする

② 電源の競争力と燃料調達力の強化

ｏ 全面自由化を見据え、競争力と安定性を備えた電源を確保する。

ｏ 様々な環境変化に伴い電源の強み・弱みが変化しても、柔軟に対応できるよ

う競争力を確保し、原子力、石炭、ＬＮＧおよび水力・地熱等の再生可能エ

ネルギーをバランスよく保有する。

ｏ 原子力については、福島第一のような事故は決して起こさないという固い決

意のもと、安全性・信頼性の向上に継続的に取り組み、エネルギーセキュリ

ティ、地球温暖化防止、経済的な電力供給に有効な電源として活用する。

ｏ 燃料トレーディングの導入、上流権益投資の推進をはじめとする燃料バリュー

チェーン全域への取組みを強化し、燃料調達の競争力と柔軟性を高める。

ｏ 燃料調整、電力取引、需給運用の自社需給関連機能を一体的に運用すること

で調整能力を高め、グループとしての利益最大化を図る。
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Ⅰ 九州のお客さまのエネルギーに関する様々な思いにお応えする

③ 送配電ネットワーク技術の向上と活用

ｏ 九州の産業・生活を支える電力を安定的に低コストでお届けするため、電力

システムの安定運用や送配電設備の着実な保全を実施する。

ｏ 技術力の向上、現場の創意工夫により「電力品質の維持」と「コスト削減」

の両立を実現する。

ｏ 透明かつ中立的な事業運営のもと、ネットワーク強化を進める。また、再生

可能エネルギーの普及やスマートコミュニティの実現に貢献する。

ｏ 送配電事業で培った技術・ノウハウを、成長分野の事業展開に活用する。

ｏ 九州全域に面的に設備を保有する企業として、設備の形成や運用等の事業活

動を通じて、九州の持続的な発展、成長へ寄与する。



14

① 海外電気事業の強化 〔2030年の発電事業持分出力目標：500万kW（現状+350万kW）〕

ｏ 市場の成長性が高いアジアを中心に、ＩＰＰ事業を拡大する。

ｏ ＩＰＰ事業や海外コンサルティングを通じ、電力の低廉かつ安定的な供給とい

った課題解決や人材育成など、国際社会への貢献を図る。

ｏ 将来の事業領域拡大を目指す。

② 九州域外における電気事業の展開 〔2030年の域外電源開発量目標：200万kW（現状+200万kW）〕

ｏ 他社とのアライアンス等により、九州域外に自社電源を開発する。

ｏ 電源開発までの期間における小売供給については、九州域内からの送電に加え、

取引所等を活用し、供給力を確保する。

③ 再生可能エネルギー事業の拡大 〔2030年の開発量目標：400万kW（現状+250万kW）〕

ｏ 再生可能エネルギーに関するお客さまの様々なニーズにワンストップでお応えする。

ｏ 今後の政策動向や技術革新を見据え、リスク分散、ポートフォリオ構築を図る。

ｏ 九州内で培ったノウハウを活かし、域外および海外へ事業を拡大する。

Ⅱ 九電グループの強みを活かして、成長市場で発展していく

これまで国内外で蓄積した技術・ノウハウを活かし、アジアを中心に海外電気
事業を行う

お客さまのニーズにお応えするため、九州域外における電気事業に取り組む

世界的に成長市場である再生可能エネルギー事業について、安定供給や環境性
等を考慮しながら、国内外で積極的に展開する
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Ⅲ 強固な事業基盤を築く

戦略実行に必要となる、人と組織づくりを強化する

九電グループ一体となって財務基盤・競争力を強化する

お客さまや地域・社会からの信頼を強固にするため、ＣＳＲ（企業の社会的責
任）経営を徹底する

① 変革・挑戦する人づくり

ｏ 「安定供給」の使命感に加え、「『九州電力の思い』の実現を通して、社会
に貢献する」というマインドセットを九電グループ全体で共有する。

ｏ 新たな競争の時代を迎える中、時代の変化を前向きに捉え、挑戦する意識を
醸成する。

ｏ 大きな環境変化の中で、情熱を持って変革をリードする人材を育成・登用する。

ｏ 創意工夫を凝らし、業務の改善・改革を実践できる人材を育成する。

② スピード感をもって変化に対応できる組織づくり

ｏ 迅速性、柔軟性を備えた組織・業務運営体制を構築する。

ｏ 情報通信技術（ICT）を活用し、業務運営の効率化や、組織の枠を越えたコ
ミュニケーションの活性化・協働を推進する。

ｏ 「電気事業中心」から「九電グループによるエネルギーサービス事業」にシ
フトするためのグループの経営機能を具体化する。
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Ⅲ 強固な事業基盤を築く

③ 九電グループ一体となった財務基盤・競争力強化
ｏ 事業活動全般にわたり、徹底した効率化に努め、原価低減に向けて持続的に取

組む。
ｏ 収益力を高め、財務基盤を回復する。
ｏ 競争優位性構築に向けた技術開発を推進する。
ｏ 九電グループがこれまで培ってきた技術力・スキルを維持・継承する。

④ 安全・安心の追求
ｏ 全ての事業活動の基本として、安全・安心を最優先する。
ｏ 原子力については、安全への取組みに終わりがないことを強く自覚し、経営

トップの強いリーダーシップのもと、リスクマネジメントの強化を図るととも
に、原子力のリスク低減に向けた活動を進めていく。また、地域の皆さまとの
フェイス・トゥ・フェイスの対話活動を進め、皆さまの声を事業運営に反映する。

⑤ ＣＳＲ（企業の社会的責任）経営の徹底
ｏ 環境にやさしい企業グループを目指し、地球環境の保全や地域環境との共生へ

の取組みを展開する。
ｏ 法令遵守はもとより、社会から信頼される行動を通した誠実かつ公正な事業運

営を徹底する。
ｏ 社会とのコミュニケーションを強化し、いただいた声を事業運営に的確に反映する

とともに、迅速でわかりやすい情報公開を行い、事業活動の透明性を高める。
ｏ ボランティア活動など、地域の皆さまとの協働を通じて、社会的課題の解決に

貢献し、ともに発展する。
ｏ 人権を尊重し、多様な人材が最大限の能力を発揮できる働きやすい職場環境を

つくる。



〒810-8720
福岡市中央区渡辺通二丁目１番82号

(092)761-3031(代表)
ホームページアドレス http://www.kyuden.co.jp
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(注)新会社「株式会社千葉袖ヶ浦エナジー」設立（平成27年5月1日）に伴い、

　　本資料公表日（平成27年4月30日）より記載内容を変更しております。
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セクション２セクション２ 川内原子力発電所再稼働に向けた川内原子力発電所再稼働に向けた
進捗状況進捗状況 ほかほか
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川内原子力発電所再稼働に向けた進捗状況〔プロセス概要〕 １

新
規
制
基
準
へ
の
適
合
性
確
認

原子炉設置変更許可

工事計画認可

保安規定変更認可

発
電
所
で
の
対
応 安全対策工事

使用前検査 等

2013/7/8
申請
▼

2014/9/10
許可
▼

2015/3/18
1号機認可

▼

2015/3/30
検査開始
▼

2015/4/28
2号機補正

▼

2015/4/30
補正
▼

地
元
の
ご
理
解

薩摩川内市

鹿児島県

2014/10/28
市長「再稼働を進める政府の方針

を理解する旨表明」
▼

2014/11/7
県知事「再稼働はやむを得ないと

判断する旨表明」
▼

運

転

再

開



川内原子力発電所再稼働に向けた進捗状況〔スケジュールの想定〕 ２

※スケジュールは当社の希望

２号機

１号機

８月７月６月５月４月３月2015年

いわゆる「再稼働」 並列

▼
原子炉

起動

▼

燃料装荷

▼

保安検査

三号検査：性能検査（系統の試運転等により確認） 五号検査：定格出力運転時の総合負荷性能検査

発電所の運用管理を定めた保安規定の遵守状況を確認する検査

〔保安検査の概要〕

一号検査：材料検査、寸法検査、外観検査等 四号検査：原子炉起動開始時の機能・性能検査

一号・三号検査

※２号機の工事計画認可後、使用前検査等を受検

（１、２号機共用設備を先行して受検予定）

四号

検査

五号

検査

定格熱

出力

▼

通常運転

復帰

▼

〔使用前検査の概要〕



川内原子力発電所再稼働に向けた進捗状況〔使用前検査の進め方〕 ３

○ 事業者の品質管理活動の適切性を確認する検査（Ⅰ：品質保証に関する検査）、および各設備
（設備数：約1,200、要領書数：約200）の技術基準への適合性を確認する検査（Ⅱ）を実施

○ 各設備の検査（Ⅱ）については、予め規制庁と検査方法・手順を整理（①）のうえ、事業者に
よる社内検査（②：適合性確認検査）実施後、設備の重要度に応じて立会い又は記録確認により
使用前検査（③）を実施

＜使用前検査のイメージ＞

・

・

・

・

・

・

Ⅰ：品質保証に関する検査

（記録により確認）

検査方法・手順の整理（①） 使用前検査（③）適合性確認検査（②）設備Ａ

設備Ｂ

Ⅱ：設備の検査

（設備の重要度に応じて立会い又は記録により確認）

検査方法・手順の整理（①） 使用前検査（③）適合性確認検査（②）



○ 地震・津波関係
・ 一通り説明を終了し、地震・津波関係は概ね確定

○ プラント関係
・ 昨年9月17日より審査が再開

（参考）玄海原子力発電所３、４号機の適合性審査状況等 ４

［審査会合等の実施状況］

[自治体との安全協定等の締結及び協議状況］

○ 当社は玄海原子力発電所の立地自治体のみならず
周辺自治体などと安全協定等を締結

○ 佐賀県伊万里市とは安全協定締結に向けた協議を
継続中

（審査会合での主な説明内容）

・11月18日 大規模損壊発生時の体制の整備

・11月27日 重大事故等対策の有効性評価

・12月25日 大規模損壊発生時の体制の整備

（大規模損壊については概ね説明済）

※今後、事故拡大防止等に必要な技術的能力など、

残る論点について説明していく予定

＜玄海原子力発電所周辺の自治体＞



参考資料 平成27年度供給計画の概要①

○ 2015年度は、離脱の影響はあるものの、電灯の契約口数の増加や、景気拡大に伴う産業用の生
産増加、うるう影響などから、対前年増加に転じる見通し
○ 長期的には、節電の定着や離脱の影響などはあるものの、安定的な経済成長などによる増加を見
込み、2024年度で販売電力量861億kWh、最大電力1,552万kWと想定

（注１）< >は気温うるう補正後
（注２）[ ]は対前年伸び率
（注３）四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。
（注４）最大電力は夏季の送電端最大3日平均値

[主な用途別販売電力量想定の考え方]

（電灯）
・人口の減少や全面自由化以降の離脱の織込み、節電影響などはあるもの
の、新たな生活家電の普及や機器の大型化、エコキュートの増加などによ
り、年平均▲0.2％（気温補正後：0.1%）と想定

（特定規模需要）
・業務用については、離脱の増加や節電の継続はあるものの、高齢化に伴
う医療福祉施設の増加やICT等を活用した各種サービス産業の増加など、
経済のサービス化進展を見込み、年平均０.８％（気温補正後：1.0％）の
伸びを見込む

・産業用については、離脱の増加や節電の継続はあるものの、長期的には
世界経済の安定成長や国内製造業の高付加価値製品の生産拡大等により、
年平均0.4％（気温補正後：0.4％）の伸びを見込む

[太陽光発電（余剰購入対象分）影響の考え方]

・設備容量は至近の傾向に基づき増加を見込み、電力需要の減少要因とな
る自家消費量も増加するものと想定

［販売電力量の見通し]

[今回想定の前提とした経済見通し] 

[離脱需要影響の考え方]

・特定規模需要における離脱需要の至近の増加と、全面自由化による低圧
離脱を今回新たに織り込み、2014年度断面で約15億kWh（管内需要の
約２％）、2024年度断面で約41億kWh（約５％）の離脱需要を想定

年　度

今回 前回

項　目 2４/1３ 2３/1２

実質GDP

（兆円）

鉱工業生産指数

（2010年=100）

九州の人口

（万人）

201３
（実績）

529.2

98.9

1,311

202３ 202４

597.4

116.6

1,229

年平均伸び率（％）

1.1 1.3

1.5 1.8

▲0.6 ▲0.5

590.3

114.9

1,239

５

今回 前回

24/13 23/12

<341> <▲0.1> <0.5>

351 336 ▲0.4 0.3

<290> <0.1> <0.7>

298 293 ▲0.2 0.6

<189> <1.0> <1.2>

194 212 0.8 1.1

<299> <0.4> <0.6>

299 314 0.4 0.6

<488> <0.7> <0.8>

493 526 0.6 0.8

<829> <0.4> <0.7>

844 861 0.2 0.6

<1,489> <0.4> <0.7>

1,583 1,552 ▲0.2 0.8

最大電力

（万kW） 1,471 1,478 1,541

<1,483> [▲7.1] [0.5]

520

292

312

208

479 481

<480> [0.5]

855819

<817> [0.7]

年平均伸び率(％)
20242023

335

年　度 2013

（実績）

<336> [1.0]

2014

（実績）

2015

334

<334> [▲4.8]

電灯（再掲）
285 288

337

<285> [▲4.3] <288> [1.1]

販売電力量

（億kWh）

特定規模需要

813

<296> [▲1.1]

<184> [▲6.0]

296

183

<480> [▲3.0]

<814> [▲3.8]

297

<184> [0.9]

184

<296> [0.3]

業務用

産業用その他

項　目

特定規模需要

以外の需要



参考資料 平成27年度供給計画の概要②

［主な電源開発計画・電源廃止計画］

※1 2014年度に実施した火力入札における落札電源
※2 大岳発電所は発電設備の更新（〔〕は出力増分）

［入札による火力電源調達計画（2015年度実施）］
項目 内容

募集規模
2020年6月までに鹿児島県沖永良部島（離島）に供給開始できる電源を対象
に合計で4,500kWを募集

調達期間 原則15年間

離島
（沖永良部島）

６

［主な送電設備計画］

［主な変電設備計画］

運　開

火力（LNG） 新大分3号系列(第4軸) 48万kW 2016年7月

火力（石炭） 松浦２号 100万kW 2020年6月

原子力 川内原子力3号 159万kW 未定

地熱 大岳
14,500kW

〔+2,000kW〕
2019年12月

原子力 玄海１号 55.9万kW

火力（石油） 唐津２・３号 37.5万kW、50万kW

工事中

区　分 設　備 発電所及びユニット名 出　力

未定

工　期

2013年7月

2001年3月

着　工

着工
準備中

2017年9月

2015年４月 廃止

2015年６月 廃止
廃止

※1

※2

電圧（万Ⅴ） 容量（万kVA） 運　開

工事中 東九州変電所 50/22 150 2016年6月2014年9月

着　工
区　分 線路名

工事概要 工　期

電圧（万Ⅴ） 亘長（km） 運　開

工事中 日向幹線 50 124 2019年6月2014年11月

着　工
区　分 線路名

工事概要 工　期



参考資料 平成27年度供給計画の概要③〔松浦発電所２号機電源開発計画〕

〔火力電源入札の概要〕

70～80％
電源タイプ

（年間利用率）

2021年6月まで供給開始時期

原則15年間

（10～30年間の範囲で選択可能）
調達期間

合計100万kW募集規模

内 容項 目

〔松浦発電所２号機〕

石炭燃 料

2020年6月運転開始

超々臨界圧（ＵＳＣ）

微粉炭火力
発電方式

100万kW発電出力

概要項 目

自社落札

○ 火力電源入札を実施し、2015年２月に自社の松浦発電所２号機（長崎県松浦市）で落札

○ 松浦発電所２号機は出力100万kW、2020年６月運転開始予定

７

○ 松浦発電所２号機の熱効率については、BAT の熱効率（発電端45％ 、送電端42％ ）を上
回るよう検討中

○ 環境面においても高性能の環境設備の設置により、硫黄酸化物、窒素酸化物等の排出量の低減を
図る（年間ＣＯ2排出量：470万t-ＣＯ2程度）

○ 既に法に基づく環境アセスメントを実施済みのため、今後大きな計画変更がない限り、新たに環
境アセスメントの実施は不要

※２ ※３

※２ 「利用可能な最良の技術（Best Available Technology)」

※３ 低位発熱量基準

※１

※１ 超々臨界圧（USC：Ultra Super Critical） 発電に使用する蒸気を高温高圧化することにより、熱効率を向上させ、環境負荷を

低減した高効率の発電方式



参考資料 平成27年度供給計画の概要④〔玄海原子力発電所１号機の廃止〕

○ 2015年３月18日、玄海原子力発電所１号機の運転終了を決定し、経済産業大臣に電気工作物
変更届出を実施。４月２７日をもって、玄海原子力発電所１号機を廃止

○ 廃止措置の工程、スケジュールは今後申請する廃止措置計画の中で検討

○ 「廃炉を円滑に進めるための会計関連制度」が導入されたことにより、今回の玄海１号機の廃止
に伴う収支・財務への影響はほとんどない

〔玄海原子力発電所１号機〕

〔廃炉を円滑に進めるための会計関連制度〕

・2015年3月13日、「電気事業会計規則」等が改正され、安全規制の変更等に伴い計画外の廃炉を
行う場合、資産の残存簿価等、廃炉に伴い発生する費用を一括して計上するのではなく、資産計上
した上で、一定期間をかけて費用化することが可能となった

2014年度 ：資産計上のみ（「原子力廃止関連仮勘定」新設）
2015年度以降次回料金改定まで：現行料金原価に含まれる額の相当額を償却
〃 次回料金改定後 ：未償却残高を10年均等で償却するものとして算定した額を料

金原価に織り込み、同額を償却

８

炉型 加圧水型軽水炉（ＰＷＲ） 廃止日 2015年４月27日

出力 55.9万kW 総発電電力量 1,327.2億kWh

運転開始日 1975年10月15日 設備利用率 74.3％
※

※

※ 2011年度末までの累計



参考資料 経営効率化の取組み状況 ９

○ ２０１４年度は、資機材調達コストの低減をはじめとした恒常的な効率化の着実な実施と深掘り
に取り組むとともに、原子力発電所の全基停止による収支悪化影響を緩和するため、緊急的な措置
として、安全確保・法令遵守・安定供給に直ちに影響しない範囲を見極めながら、実施時期･工程の
精査による工事の繰延べや一時的な業務の中止などの短期限定のコスト削減への取組みを可能な限
り実施

○ その結果、短期限定の取組みを中心とした▲1,790億円の深堀りを加え、合計で▲3,140億円の
コスト削減を行った

○ 201５年度は、2013、2014年度の一時的な修繕費の繰延べ等による増加要因はあるものの、
2013年４月に公表した経営効率化計画「3か年平均▲1,400億円規模」において計画値として織り
込んでいる▲1,530億円の効率化達成に向け、まずは取り組んでいく

項目
2015年度
効率化計画

2014年度
効率化実績
〔A〕＋〔B〕

料金原価織込
効率化額

（2014年単年）
〔A〕

効率化の深掘り
（2014年単年）

〔B〕

　料金原価織込
　　効率化額
（2013～2015
　　　平均）

修繕費 ▲ 280 ▲ 980 ▲ 230 ▲ 750 ▲ 320

諸経費等 ▲ 220 ▲ 710 ▲ 210 ▲ 500 ▲ 220

人的経費 ▲ 510 ▲ 370 ▲ 440 70 ▲ 480

燃料費・購入電力料 ▲220　 ▲740　 ▲ 250 ▲ 490 ▲ 180

減価償却費
（設備投資）

▲ 300 ▲ 340 ▲ 220 ▲ 120 ▲ 230

合計 ▲ 1,530 ▲ 3,140 ▲ 1,350 ▲ 1,790 ▲1400億円規模

［燃料費・購入電力料除き］ [▲1,310] [▲2,400] [▲1,100] [▲1,300]
※1　料金原価織込みの原子力利用率66％を前提としているため参考値

※2　2014年度は原子力の稼働がなく、需給バランスが料金原価の想定と大きく異なることから、一定の前提を置いて算定

※１ ※２



参考資料 再生可能エネルギーの申込み状況

九州本土（離島除く）の風力の接続量の推移
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○ 2015年３月末における九州（離島除く）の再生可能エネルギーの申込み状況は2,150万kW
（うち太陽光1,793万kW ）、このうち接続済は744万kW（うち太陽光466万kW ）

１０

※ 国より、指定電気事業者に指定されたことで、接続済および連系承諾済の合計量を超過した以降の接続申込みに対し、年間30日を越

えた無補償の出力抑制を前提とした系統接続の条件を付すことが可能となった

・ 2014年12月22日、接続申込量が接続可能量（817万kW）を上回っていることから、当社は
太陽光発電に対する指定電気事業者※に指定された

・ 太陽光は、2014年12月末に、接続済と連系承諾済の合計が接続可能量に到達

九州本土（離島除く）の太陽光の接続量の推移
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九州本土（離島除く、自社分含む）の再生可能エネルギーの申込状況（2015年3月末時点） （万kW）

太陽光 風力 バイオマス等
水力

（揚水除く）
地熱 合計

接続検討申込み 479 16 9 5 3 513

接続契約申込み 491 20 1 6 0.3 518

連系承諾済 357 12 4 1 1 377

接続済 466 46 27 183 21 744

合計 1,793 95 41 195 26 2,150

※　合計は四捨五入の関係で合わないことがある
※　バイオマスは冷熱を含む
※　接続可能量　太陽光 817万kW、風力 100万kW

当社（離島除く、グループ会社含む）の再生可能エネルギーの接続状況(2015年3月末時点） （万kW）

太陽光 風力 バイオマス
水力

（揚水除く）
地熱 合計

接続済 4 7 4 128 21 164



参考資料 今夏の需給見通し（原子力発電所の再稼働がない場合） １１

○ 今夏の電力需要は、定着節電として昨夏節電実績の約9割（▲151万kW）を見込み、平年並み気
温の場合で1,547万kW、2013年並み猛暑の場合で1,643万kWと想定

○ 原子力発電所の再稼働がない場合の今夏の供給力は、1,693万kＷ～1,698万kW

○ 2013年並み猛暑の最大電力需要に対し、他電力会社からの応援融通受電（最大74万kW）など
の供給力対策を織り込むことで、電力の安定供給に最低限必要な予備力（予備率３％）を確保でき
る見通し

※ 四捨五入の関係で合計が合わない場合がある

[ ] [ ] [ ] [ ]

①2013年並み猛暑 ②平年並み気温

７月

（発電端：万kW）

②平年並み気温①2013年並み猛暑
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○ 仮に川内原子力が再稼働した場合の今夏の需給見通しは、他電力からの応援融通なしで、予備率
は、４％（１基稼動）～11％（２基稼動）程度と試算

※ 四捨五入の関係で合計が合わない場合がある

[ ] [ ] [ ] [ ]

（2013年並み猛暑）

７月

川内原子力１基稼働の場合

（2013年並み猛暑）

８月

川内原子力２基稼働の場合

７月 ８月

（2013年並み猛暑） （2013年並み猛暑）

（発電端：万kW）
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参考資料 川内原子力が再稼働した場合の今夏の需給見通し １2
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〃 燃料費、購入電力料

2014年度業績概要（対前年度） １
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▲593

▲1,122

▲930

▲1,372
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営業損益 （右軸） 経常損益 （右軸）

当期純損益 （右軸） 売上高 （左軸）

22010144年度業績概要年度業績概要（対前年度）（対前年度）
【業績概要】

-(195)(207)(403)（ 法 人 税 等 ）

-(▲ 509)(534)(24)（ 特 別 利 益 ）

-▲ 331▲ 1,100▲ 1,431包 括 利 益

-▲ 185▲ 960▲ 1,146当 期 純 損 益

-577  ▲ 1,314▲ 736経 常 損 益

-525▲ 958▲ 433営 業 損 益

104.6823  17,91118,734売 上 高

前 年 度 比増 減2013年度2014年度

（単位：億円、％）【連結】

【参考：連結決算対象会社】

-(187)(153)(341)（ 法 人 税 等 ）

-(▲ 474)(573)(98)（ 特 別 利 益 ）

-▲ 280▲ 909▲ 1,190当 期 純 損 益

-441▲ 1,372▲ 930経 常 損 益

-528▲ 1,122▲ 593営 業 損 益

104.778216,82917,612売 上 高

前 年 度 比増 減2013年度2014年度

【個別】 （単位：億円、％）

個 別

2014年度末で、関係会社69社を連結決算の対象としております。
・連結子会社 ：40社 （前年度末から変更なし）
・持分法適用会社 ：29社 （対前年度末増減 ▲ 2社）

連 結

1

経常損益につきましては、電気事業において、再生可能エネルギー
電源からの購入電力料の増加や、火力発電所など設備点検・補修のた
めの修繕費の増加などはあったものの、前年度の期中に実施した電気
料金値上げや燃料費調整の影響による電灯電力料の増加や、再エネ特
措法交付金の増加などによる売上高の増加により、前年度に比べ赤字
幅は縮小しました。
また、当期純損益につきましては、特別利益の減少や繰延税金資産
の一部取崩しにより赤字幅は拡大しました。

期末の配当につきましては、誠に申し訳なく存じますが、中間配当
に引き続き無配とさせていただきます。

営業損益 （右軸） 経常損益 （右軸）

当期純損益 （右軸） 売上高 （左軸）



2

【個別】

20120144年度年度業績業績概要概要（対（対33月公表月公表））

【業績概要（対3月公表）】

【連結】

-4▲ 1,150▲ 1,146 当 期 純 損 益

-164▲ 900▲ 736経 常 損 益

-167▲ 600▲ 433 営 業 損 益

99.9▲ 1618,75018,734売 上 高

公 表 比増 減3月公表2014年度

（単位：億円、％）

（単位：億円、％）

-▲ 40▲ 1,150▲ 1,190当 期 純 損 益

-120▲ 1,050▲ 930経 常 損 益

-107▲ 700▲ 593営 業 損 益

99.8▲ 3817,65017,612売 上 高

公 表 比増 減3月公表2014年度

【参考：主要諸元表】

-110 円/$ 110 円/$ 為 替 レ ー ト

▲ 2 $/b 92 $/b 90 $/b 原油ＣＩＦ価格

▲ 2 億kWh 815 億kWh813 億kWh販 売 電 力 量

増 減3月公表2014年度

経常損益につきましては、電気事業において、経済的運用による発電単価の低下などに伴う燃料費や購入電力料の減少や、公表後も、
引き続き徹底した効率化に取り組んだ結果、諸経費や固定資産除却費などの費用が想定より削減できたことから、3月に公表した業績
予想に比べて赤字幅が縮小しました。
また、当期純損益につきましては、経常損益の改善はありましたが、繰延税金資産の回収可能性について検討した結果、繰延税金資
産の一部を取り崩したことなどから、3月公表値並みとなりました。



次期の配当につきましては、厳しい財務状況を踏まえ、中間配当は、普通株式、Ａ種優先株式ともに無配の予想とさせていただきます。
株主の皆さまには引き続きご迷惑をおかけし、深くお詫び申し上げます。
なお、期末配当につきましては、今後、配当予想が可能となった時点で、速やかにお知らせします。

売上高につきましては、電気事業において、燃料費調整の影響による料金単価の低下などにより電灯電力料が減少するものの、再エネ
特措法交付金の増加などにより、前年度に比べ増加する見通しです。
利益につきましては、現在、川内原子力発電所１号機について、新規制基準適合性確認に係る使用前検査を受検中ですが、原子力発電
所の再稼働に関しては、具体的な再稼働時期を見通せないことから、燃料費などの費用を合理的に算定できないため、未定としておりま
す。今後、業績予想が可能となった時点で、速やかにお知らせします。
なお、2015年度については、5期連続の赤字回避のため、事業者としてできることを最大限行ってまいります。

【個別】

20120155年度年度業績業績予想予想及び配当予想及び配当予想

（単位：億円、％）【参考：主要諸元表】

【業績予想】

--▲ 1,146-
親 会 社 株 主 に
帰 属 す る
当 期 純 損 益

--▲ 736-経 常 損 益

--▲ 433-営 業 損 益

100.36618,73418,800  売 上 高

前年度比増 減2014年度2015年度

（単位：億円、％）

--▲ 1,190 -当 期 純 損 益

--▲ 930-経 常 損 益

--▲ 593-営 業 損 益

99.4▲ 11217,61217,500 売 上 高

前年度比増 減2014年度2015年度

10 円/$ 110 円/$ 120 円/$ 為 替 レ ー ト

▲ 25 $/b 90 $/b 65 $/b 原油ＣＩＦ価格

6 億kWh 813 億kWh819 億kWh 販 売 電 力 量

増 減2014年度2015年度

【配当予想】

【連結】

3

○ 連結・個別売上高増減について

・個別売上高減少（▲112億円）のうち▲110億円は、
2014年度に光ファイバ心線貸し事業を連結子会社へ
移管したことによるもの
※連結売上高増減には影響なし
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【販売電力量】

【参考：販売電力量（用途別）】

販売電力量販売電力量

4

○一般需要
5月から10月の気温が前年に対し低めに推移したことによる冷房需要の減少などから、前年度に比べ4.9%の減少

○大口電力
非鉄金属などが増加したものの、鉄鋼などが減少したことから、前年度に比べ0.9%の減少

99.1▲ 20423,419大 口 電 力

95.1▲ 2,96757,860一 般 需 要再
掲

96.2▲ 3,17181,279販 売 電 力 量 合 計

96.5▲ 1,89752,761電 力

95.7▲ 1,27428,518電 灯

比 率増 減

対 前 年 度
2014年度

（単位：百万kWh、％）

96.2 ▲ 3,17181,279合 計

97.0 ▲ 1,47347,894計

98.9 ▲ 31529,613産 業 用

94.0 ▲ 1,15818,281業 務 用

特定規模
需要

95.2 ▲ 1,69833,385計

91.5 ▲ 62666その他

92.1 ▲ 3624,201低 圧電
力

95.7 ▲ 1,27428,518電 灯

特定規模
需要以外

比 率増 減

対 前 年 度
2014年度

（単位：百万kWh、％）

【大口電力の産業別内訳】

99.1▲ 20423,419合 計

98.7▲ 876,295そ の 他

98.7▲ 322,339食 料 品

93.5▲ 23333パ ル プ ・ 紙

108.91501,842非 鉄 金 属

102.624974窯 業 土 石

99.4▲ 152,677化 学

93.8▲ 1682,557鉄 鋼

99.5▲ 91,625輸送用機械

99.0▲ 434,281電 気 機 械再
掲

99.2▲ 536,402機 械

比 率増 減

対 前 年 度
2014年度

（単位：百万kWh、％）
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【発受電電力量】

5

計

新ｴﾈﾙｷﾞｰ等※

火 力

水 力 127.23781,766

他

社

84.5▲ 2,91315,826

166.82,0175,037

97.8▲ 51822,629

96.2▲ 3,50187,783合 計

35.6371▲ 205揚 水 用

87.7▲ 129 917融 通

95.2▲ 3,22564,442計

93.4▲ 921,299新ｴﾈﾙｷﾞｰ等※

(-)(-)(設備利用率)

---原 子 力

94.4▲ 3,48159,022火 力

(14.0)(100.7)( 出 水 率 )

109.23484,121水 力

自

社

比 率増 減

対 前 年 度
2014年度

※新ｴﾈﾙｷﾞｰ等：太陽光、風力、ﾊﾞｲｵﾏｽ、廃棄物及び地熱の総称

【出水率及び原子力設備利用率】

【発受電電力量の推移】（単位：百万kWh、％）
（百万kWh）

発受電電力量発受電電力量

95,439 92,493 90,302 91,284 87,783

(1,456)

(5,037)
(1,671)

(3,020)
(1,957)



6

2014年度2013年度

（単位：億円）

＋441億円

経常
損益

▲1,372

電気料金
値上げ※

影響

＋340

経常
損益

▲930再エネ
特措法
賦課金

＋251

再エネ
特措法
交付金

＋599

再エネ
特措法
買取額

▲757

再エネ
特措法
納付金

▲251

為替レート
円安影響

▲448
その他

＋168

受取配当金

▲123

CIF価格
下落影響

＋791

燃料費
調整額

＋234

※ 自由化部門のお客さま：2013年4月から契約期間満了等に伴い順次実施
規制部門のお客さま ：2013年5月1日から実施

経常損益（個別）の主な変動要因経常損益（個別）の主な変動要因

修繕費
諸経費

▲363



  1,341億円※

（742億円）

  509億円※

（258億円）

  1,702億円※

（945億円）

  509億円※

（258億円）

費

用

負

担

調

整

機

関

納
付
金

交
付
金

当

社

お

客

さ

ま

再

エ

ネ

発

電

者

賦
課
金

買
取
額

収支比較収支比較表表（個別）（個別）
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退職給付信託設定益 ▲ 217 固定資産売却益 ▲ 172
有価証券売却益 ▲ 60 関係会社株式売却益 ▲ 24

17.2▲ 47457398特 別 利 益

-▲ 280▲ 909▲ 1,190当 期 純 損 益

法人税等調整額 186 [再掲：繰延税金資産の一部取崩し 316]222.6187153341 法 人 税 等

-60▲ 4316渇 水 準 備 金

-441▲ 1,372▲ 930経 常 損 益

(-) (528)(▲ 1,122)(▲ 593)（ 営 業 損 益 ）

101.323318,41618,650合 計

再エネ特措法納付金 251 諸経費(注3) 128 附帯事業営業費用 ▲ 84111.32682,3662,634そ の 他

95.8▲ 9223214原子力ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用(注2)
100.1-860860公 租 公 課(注1)
101.86380386支 払 利 息

汽力 ▲ 25 水力 ▲ 16 送電 ▲ 1395.6▲ 761,7231,647減 価 償 却 費

汽力 91 配電 51 送電 36122.82341,0311,266修 繕 費

他社購入電力料 617 [再掲：再エネ特措法買取額 757 他社火力 ▲158]

地帯間購入電力料 ▲ 42
118.25743,1493,724購 入 電 力 料

CIF差 ▲ 791 レート差 448
販売電力量減 ▲ 551 出水増 ▲ 156 購入電力減 165

89.9▲ 7597,5446,784燃 料 費

99.4▲ 61,1371,131人 件 費

経
常
費
用

104.067517,04417,719合 計

(104.7)(782)(16,829)(17,612)（ 売 上 高 ）

再エネ特措法交付金 599 販売電力料 69
受取配当金 ▲ 123 附帯事業営業収益 ▲ 87

128.14951,7622,258 そ の 他

103.02618,7148,976電 力 料

販売電力量減 ▲ 536 電気料金値上げ 340 燃料費調整額 234

再エネ特措法賦課金 251

98.8▲ 816,5666,485電 灯 料

経
常
収
益

主 な 増 減 説 明前年度比増 減2013年度2014年度

（注1）公租公課：水利使用料、固定資産税、雑税、電源開発促進税、事業税の合計額
（注2）原子力ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用：使用済燃料再処理等費、使用済燃料再処理等準備費、原子力発電施設解体費及び特定放射性廃棄物処分費の合計額
（注3）諸経費：廃棄物処理費、消耗品費、補償費、賃借料、委託費、普及開発関係費、養成費、研究費及び諸費の合計額

（単位：億円、％）

- % - %- %原子力設備利用率

14.0 % 86.7 %100.7  %  出 水 率

10 円/$ 100  円/$ 110 円/$ 為 替 レ ー ト

▲ 20 $/b 110 $/b 90 $/b 原 油 Ｃ Ｉ Ｆ 価 格

増 減2013年度2014年度

【参考1：主要諸元】 【参考2：「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」のイメージ】

※ 2014年度実績、（ ）内は前年度実績



((参考参考))20152015年度年度税制改正による繰延税金資産への影響税制改正による繰延税金資産への影響((個別個別))

１ 法人税率の引下げ

・欠損金の繰越控除限度額が縮小されたことに伴い、将来的に繰越欠損金の期限切れが発生する可能性が
高まったことから、繰延税金資産 219億円を取り崩し

課税所得の 80 ％を繰越控除

課税所得の 65 ％：2015、2016年度
課税所得の 50 ％：2017年度以降

２ 欠損金を繰越控除できる部分の段階的な引下げ

8

[改正前]

[改正後]

・法人税率が引き下げられたため、繰延税金資産を新税率で再計算し、96億円を取り崩し

[改正前] 法定実効税率：30.7 ％（ 法人税率 25.5 ％ ）

[改正後] 法定実効税率：28.7 ％（ 法人税率 23.9 ％ ）



【電　灯　電　力　料　の　推　移】

15,461

13,260
13,604

15,281

13,426

11,000

13,000

15,000

17,000

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度

（億円）

【そ　の　他　の　収　益　の　推　移】

2,258

971

717709

1,762

500

1,100

1,700

2,300

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度

（億円）

[[増減説明増減説明]] 経常収益経常収益

101.217915,28115,461電 灯 電 力 料

前 年 度 比増 減2013年度2014年度

（単位：億円、％）

②電気料金値上げ 340

増 減

③燃料費調整額 234

④再エネ特措法賦課金 251 （ 509 ← 258 ）

2014年度 2013年度

128.14951,7622,258その他の収益

前 年 度 比増 減2013年度2014年度

（単位：億円、％）

①再エネ特措法交付金 599 （ 1,341 ← 742 ）

増 減 2014年度 2013年度

②販売電力料 69 （ 170 ← 100 ）

①販売電力量減 ▲ 536
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③受取配当金 ▲ 123 （ 17 ← 141 ）

④附帯事業営業収益 ▲ 87 （ 394 ← 481 ）



【購　入　電　力　料　の　推　移】

3,149

1,370

3,724

2,695

2,060

1,000

2,000

3,000

4,000

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度

（億円）

【燃　料　費　の　推　移】

7,544

2,848

6,784

5,202

6,797

2,000

4,000

6,000

8,000

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度

（億円）

①燃料（ＣＩＦ）価格下落の影響 ▲ 791

②円安の影響 448

⑤購入電力減（他社火力・融通減、新エネルギー等増） 165

④出水増 ▲ 156 

③販売電力量減 ▲ 551 

[[増減説明増減説明]] 燃料費、購入電力料燃料費、購入電力料

89.9▲ 7597,5446,784燃 料 費

前 年 度 比増 減2013年度2014年度

（単位：億円、％）

118.25743,1493,724購 入 電 力 料

前 年 度 比増 減2013年度2014年度

（単位：億円、％）

増 減

①他社購入電力料 617       （ 3,523 ← 2,905 ）
[再掲：再エネ特措法買取額 757 （ 1,702 ← 945 ）]

増 減 2014年度 2013年度

②地帯間購入電力料 ▲ 42         （ 201 ← 243 ）

▲ 20110 90原油 ($/b)

▲ 20836816LNG ($/t)

▲ 15108 93石炭 ($/t)

増 減2013年度2014年度

【参考1：全日本通関CIF価格】 【参考2：燃料別消費量】

◆再生可能エネルギー電源から 766
の購入の増

◆他社火力からの受電減 ▲ 158

▲ 1414,8584,717LNG (千t)

▲ 3391,038699原油 (千kl)

▲ 1661,8371,671重油 (千kl)

▲ 1586,3086,150石炭 (千t)

増 減2013年度2014年度

10



【減　価　償　却　費　の　推　移】

1,801

2,021

1,647

1,979

1,723

1,000

1,400

1,800

2,200

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度

（億円）

【修　繕　費　の　推　移】

1,479

1,031

1,759

1,266

1,760

500

1,000

1,500

2,000

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度

（億円）

122.82341,0311,266修 繕 費

前 年 度 比増 減2013年度2014年度

（単位：億円、％）

①汽力 91 （ 302 ← 210 ）

増 減

②配電 51 （ 414 ← 363 ）

2014年度 2013年度

95.6▲761,7231,647減 価 償 却 費

前 年 度 比増 減2013年度2014年度

（単位：億円、％）

①汽力 ▲ 25 （ 156 ← 181 ）

増 減 2014年度 2013年度

②水力 ▲ 16 （ 184 ← 200 ）

③送電 36 （ 115 ← 78 ）

[[増減説明増減説明]] 修繕費、減価償却費修繕費、減価償却費

③送電 ▲ 13 （ 400 ← 413 ）
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【人　件　費　の　推　移】

1,518
1,626

1,137

1,679

1,131

500

1,000

1,500

2,000

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度

（億円） 【そ　の　他　の　費　用　の　推　移】

3,682

3,8303,844

4,096

3,705

3,000

3,500

4,000

4,500

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度

（億円）

99.4▲ 61,1371,131人 件 費

前 年 度 比増 減2013年度2014年度

（単位：億円、％）

③附帯事業営業費用 ▲ 84 （ 303 ← 387 ）

107.02663,8304,096その他の費用

前 年 度 比増 減2013年度2014年度

①再エネ特措法納付金 251 （ 509 ← 258 ）

増 減 2014年度 2013年度

②諸経費 128 （ 1,423 ← 1,294 ）

[[増減説明増減説明]] 人件費、その他の費用人件費、その他の費用

（単位：億円、％）
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貸借対照表（個別）貸借対照表（個別）

資 産 の 部

1,72842,18043,909合 計

現金及び預金 1,316（2015年3月末 4,661 ← 2014年3月末 3,344）
建設仮勘定 586 原子力廃止関連仮勘定 216

2,05012,20114,251そ の 他

QTNet株式 3362856,5596,844投 資 そ の 他 の 資 産

減価償却 ▲ 1,646 竣工 1,255▲ 606 23,41922,812電 気 事 業 固 定 資 産

主 な 増 減 説 明増 減
2014年
3月末

2015年
3月末

（単位：億円）

負債及び純資産の部

1,72842,18043,909合 計

当期純損益 ▲ 1,190 優先株式 1,000
[自己資本比率] 2015年3月末 7.3％ ← 2014年3月末 8.1％

▲ 1913,4143,222純 資 産

有利子負債 1,8441,91938,76640,686負 債

主 な 増 減 説 明増 減
2014年
3月末

2015年
3月末

（単位：億円）

（単位：億円）

【参考：有利子負債残高の内訳】

1,84429,83831,682合 計

1,44417,40018,844借 入 金

40012,43712,837社 債

増 減
2014年
3月末

2015年
3月末
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収支比較収支比較表、貸借対照表表、貸借対照表（連結）（連結）

-▲ 185▲ 960▲ 1,146当 期 純 損 益

4.7 ▲ 50953424特 別 利 益

-60▲ 4316渇 水 準 備 金

-577▲ 1,314▲ 736経 常 損 益

(-)(525)(▲ 958)(▲ 433)（ 営 業 損 益 ）

101.3 25519,38119,637計

91.8 ▲ 42511469営 業 外 費 用

97.8 ▲ 301,4001,370その他事業営業費用

101.9 32817,46817,797電気事業営業費用

101.6 29818,86919,167営 業 費 用

経

常

費

用

104.6 83318,06718,900計

106.710155165営 業 外 収 益

97.3 ▲ 421,5811,538その他事業営業収益

105.3 86516,33017,195電気事業営業収益

104.6 82317,91118,734営業収益（売上高）

経

常

収

益

前 年 度 比増 減2013年度2014年度

（単位：億円、％）
収支比較表

-▲ 331▲ 1,100▲ 1,431包 括 利 益

2014年度
連単倍率

（1.06）

（－）

（－）

（－）

貸借対照表
（単位：億円、％）

▲ 4324,9424,509純 資 産

2,21231,16733,379有 利 子 負 債 残 高

2,78140,55643,337負 債

2,34845,49847,847総 資 産

増 減
2014年
3月末

2015年
3月末

▲ 1.510.59.0（ 参 考）自己資本比率 14



セグメント情報セグメント情報

（単位：億円）

2,728▲ 4792552272,283

(158)(▲ 3)(▲ 4)(57)(▲ 11)(121)
設 備 投 資

(2,348)(▲ 175)(47)(396)(297)(1,783)

47,847▲ 1,439 1,4141,7613,75442,356 
セ グ メ ン ト 資 産

(525)(▲ 17)(4)(-)(6)(531)

▲ 433 ▲ 936114109▲ 684
セグメント利益又は損失
[ 営 業 損 益 ]

(823)(-)(▲ 12)(33)(▲ 63)(865)

18,734-12869271717,195 
外部顧客への売上［再掲］

(823)(▲ 257)(▲ 14)(68)(156)(870)

18,734▲ 1,5732579651,86617,218
売 上 高

合 計 [ 連 結 ]調 整 額その他の事業情報通信事業
エ ネ ル ギ ー
関 連 事 業

電 気 事 業

(注) (  )内は対前年度増減額

○エネルギー関連事業
・プラント工事に係る売上原価の増加などがあったものの、発電所における補修工事及び設備保全業務受託の増加により増収増益

○情報通信事業
・情報システム開発の受託増や電気通信機器販売の増加などにより増収があったものの、ブロードバンドサービスに係る費用の増
加などもあり営業利益は前年度並

○その他の事業
・不動産販売に係る収入の減少などにより減収
・賃貸建物の減価償却費の減少などにより増益
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キャッシュ・フロー（連結）キャッシュ・フロー（連結）

（単位：億円）

1,261551,317現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額

優先株式の発行（手取額） 995

※有利子負債の増加影響 152
2014年度 2,212 ← 2013年度 2,059

1,144 1,9633,108 財 務活動によるキャッシュ ･フロー

(▲ 575)(▲ 2,363)(▲ 2,939)（固定資産の取得による支出［再掲］）

固定資産取得支出の増 ▲ 575
固定資産売却収入の減 ▲ 244

▲ 834 ▲ 1,849▲ 2,684 投 資活動によるキャッシュ ･フロー

燃料代支出の減少による増 750
電灯電力料収入の増加による増 337

946 ▲ 59887 営 業活動によるキャッシュ ･フロー

主 な 増 減 説 明増 減2013年度2014年度

（注）フリーキャッシュフロー ＝ 営業活動によるキャッシュ･フロー ＋ 固定資産の取得による支出

▲ 2,423 370▲ 2,052フ リ ー キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー
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